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第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 この訓令は、道路交通法（昭和３５年法律第１０５号。以下「法」という。）

及び車両の使用者に対する最高速度違反行為等を防止するための指示等に関する

内規（平成２年山口県公安委員会内規第２号。以下「内規」という。）に基づき、

山口県公安委員会が行う車両の使用者に対する最高速度違反行為等の防止につい

ての指示等に関する取扱いを迅速かつ適正に行うため必要な事項を定めるものと

する。 

（用語の意義） 

第２条 この訓令において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定

めるところによる。 

(1) 指示 法第２２条の２に規定する最高速度違反行為、法第５８条の４に規定す

る過積載又は法第６６条の２に規定する過労運転を防止するための指示をいう。 

(2) 被指示者 法第２２条の２、法第５８条の４又は法第６６条の２に規定する指

示を受ける者をいう。 

(3) 指示対象事案 法第２２条の２、法第５８条の４又は法第６６条の２に規定す

る指示対象事案をいう。 

(4) 最高速度違反行為 法第２２条の２に規定する最高速度違反行為をいう。 

(5) 過積載運転行為 法第５８条の３第１項に規定する過積載をして車両を運転

する行為をいう。 

(6) 過労運転 法第６６条の２に規定する過労運転をいう。 

(7) 最高速度違反行為等 最高速度違反行為、過積載運転行為及び過労運転をい

う。 

(8) 下命容認等に係る指示事案 法第７５条第１項第２号、第４号、第６号（過積

載運転行為に限る。）及び第７号に掲げる行為に係る事案及びこれに準ずるよう



な事案をいう。 

(9) 最高速度違反行為等に係る使用制限事案 法第７５条の２第１項に規定する

使用制限の対象事案をいう。 

(10) 報告徴収 法第７５条の２の２第２項に規定する報告又は資料の提出要求を

いう。 

(11) 指示等 第１号及び前号に規定する指示及び報告徴収をいう。 

(12) 指示書 内規第３条に規定する指示書をいう。 

(13) 使用者 車両を使用する権原を有し、その運行を支配し、管理する地位にある

者をいう。 

(14) 管轄警察署長 指示等に係る車両の使用の本拠の位置を管轄する警察署長を

いう。 

(15) 送致警察署長等 指示対象事案に係る事件を送致することとなる警察署長及

び交通部高速道路交通警察隊長をいう。 

（適正な事務処理） 

第３条 指示等に関する事務処理に当たっては、警察署及び警察本部における事務処

理体制を整備するとともに、関係各所属間相互の連絡体制の緊密化を図り、適正か

つ能率的な事務処理に努めるものとする。 

（指示等の迅速な処理） 

第４条 指示等は、道路における交通の安全と円滑を図り、車両に起因する渋滞、迷

惑を排除するとともに自動車の使用制限命令の前提要件ともなり得るものである

から、指示等の事由が生じた場合は速やかに処理するものとする。 

（指示等の専決等） 

第５条 交通部交通指導課長（以下「主管課長」という。）は、指示等に関する事務

について専決するものとする。 

２ 主管課長は、前項の規定により専決した事項を毎月１回取りまとめて警察本部長

に報告するものとする。 

第２章 指示等 

第１節 指示に係る報告徴収の実施等 

（報告徴収の通知） 

第６条 主管課長は、公安委員会が自動車の使用者に対し報告徴収の決定をしたとき

は、管轄警察署長に報告・資料提出要求書（別記第１号様式）を送付し、報告徴収

の実施について通知するものとする。 

（報告徴収の実施） 

第７条 前条の規定により報告徴収の実施について通知を受けた管轄警察署長は、報

告・資料提出要求書により当該事案に係る車両の使用者に対して速やかに報告徴収

を行うものとする。この場合において、使用者が当該車両の適正な車両の管理を行

っていたことを明らかにする資料を提出したときは、報告・資料提出書（別記第２

号様式）を作成し、処理てん末を明らかにしておくものとする。 



（報告徴収の結果報告） 

第８条 管轄警察署長は、報告徴収をしたときは、その結果を主管課長に報告するも

のとする。 

（審査） 

第９条 前条の規定により管轄警察署長から報告を受けた主管課長は、指示対象事案

か否かについて審査するものとする。 

第２節 指示の実施等 

（指示の通知） 

第１０条 主管課長は、公安委員会が車両の使用者に対し指示を行うことを決定した

ときは、指示書を管轄警察署長に送付し、指示の実施について通知するものとする。 

（指示の実施） 

第１１条 前条の規定により指示の実施について通知を受けた管轄警察署長は、指示

書を被指示者に交付して指示するものとする。 

（指示の結果報告） 

第１２条 管轄警察署長は、指示をしたときは、その結果を主管課長に報告するもの

とする。 

第３節 下命容認等に係る指示事案の報告並びに最高速度違反行為等に係

る使用制限事案の上申 

（下命容認等に係る指示事案の報告） 

第１３条 送致警察署長等及び交通部交通機動隊長は、下命容認等に係る指示事案を

認知した場合は、速やかに主管課長に報告するものとする。 

（最高速度違反行為等に係る使用制限事案の上申） 

第１４条 主管課長は、最高速度違反行為等に係る使用制限事案を認知した場合は、

交通部運転管理課長に当該事案に係る車両の自動車使用制限命令の処分上申をす

るものとする。 

第３章 雑則 

（他の都道府県警察間との連携） 

第１５条 指示等を適正かつ効果的に運用するため、他の都道府県警察間との連携を

密にするものとする。 

（指示記録等の保存） 

第１６条 指示等に関する書類は別に定めるところにより保存するものとする。 

附 則 

この訓令は、平成３年１月１日から施行する。 

附 則 （平成６年３月１０日本部訓令第７号山口県警察の庁舎等の保全・管理に関する訓令等の一部を改正す

る訓令２条による改正附則） 

この訓令は、平成６年４月１日から施行する。 

附 則 （平成６年４月２２日本部訓令第１９号） 

この訓令は、平成６年５月１０日から施行する。 



附 則 （平成１０年４月１日本部訓令第１５号） 

この訓令は、平成１０年４月１日から施行する。 

附 則 （平成１８年５月１８日本部訓令第２７号） 

この訓令は、平成１８年６月１日から施行する。 

附 則 （令和元年６月２８日本部訓令第２号不正競争防止法等の一部を改正する法律の施行に伴う関係訓令の    

整理等に関する訓令１１条による改正附則） 

この訓令は、令和元年７月１日から施行する。 

附 則 （令和３年３月１０日本部訓令第１１号押印を求める手続の見直し等に伴う関係訓令の整理等に関する

訓令第９条による改正附則） 

この訓令は、令和３年４月１日から施行する。 


